
　次のとおり、制限付一般競争入札（以下「入札」という。）を実施する。

1　契約担当者等

 北海道教育委員会教育長　中島　俊明

2　入札に付する事項

　(1)  整理番号　6

　(2)  工事番号　30500

　(3)  工事名称　北海道上士幌高等学校大規模改造工事

　(4)  工事場所　上士幌町

　(5)  工事期間　契約締結日から令和10年3月03日

　(6)  工事概要　 校舎：ＲＣ造 ３Ｆ　屋上防水改修、外壁改修、外部建具改修、内部改修

屋内体育館：Ｓ造 ２Ｆ　屋根改修、外壁改修、外部建具改修、内部改修

柔剣道場：Ｓ造 １Ｆ　屋根改修、外壁改修、外部建具改修

渡り廊下・身障者トイレ：Ｓ造 １Ｆ　屋根改修、外壁改修、内部改修

　(7)  

　う。）を受け付け、適切な施工体制が確保されることの評価（以下「施工体制評価」という。）をし、価格以外の要素と価格を総

　合的に評価して落札者を決定する簡易型総合評価方式の試行工事である。

　(8)

 　事」の対象工事である。

この試行に係る費用については、原則、受注者の負担とする。

　(9) 週休２日工事

本工事は、「週休２日工事」の対象工事である。

受注者は、契約後、週休２日による施工を行わなければならない。

　(10) 遠隔臨場対象工事

本工事は、「遠隔臨場」の対象工事である。

   ない理由があると工事監督員が認めた場合は、遠隔臨場を実施しないことができる。

　(11) 建設キャリアアップシステム活用モデル工事

   ムの活用を希望する場合は、工事着手前に発注者へ協議を行い、実施するものとする。

　(12) 情報共有システム活用工事

本工事は、「情報共有システム活用工事」の対象工事である。

   監督員が認めた場合は、実施しないことができる。

　(13) AI活用試行工事

本工事は、「AI活用試行工事」の対象工事である。

受注者は契約後、当該工事において、AI技術を活用した取組を発注者に提案し実施することができる。

この試行に係る費用については、原則、受注者の負担とする。

　(14) 分別解体等の実施の義務付け

この工事は、競争参加資格確認申請書提出の際に簡易な施工計画及び工事施行成績の評定結果等（以下「技術評価項目」とい

入　　札　　の　　公　　告

（　入　札　の　公　告　）

令和8年10月13日

北海道建設部長　

この工事は、受注者の発案によるカーボンニュートラルに資する取組を推進する「北海道インフラゼロカーボン試行工

受注者は契約後、当該工事において、カーボンニュートラルに資する取組を発注者に提案し取組を実施することができる。

受注者は、遠隔臨場を実施しなければならない。ただし、映像及び音声の双方向通信が困難な現場であるなど、やむを得

本工事は、「建設キャリアアップシステム活用モデル工事」の対象工事である。受注者は、建設キャリアアップシステ

受注者は、情報共有システムを活用しなければならない。ただし、受注後、システムを活用することが困難であると工事

1 / 10 ページ



   札を行うこと。

　(15) 快適トイレ設置対象工事

本工事は、「快適トイレ設置工事」の対象工事である。

   的として、快適トイレの設置を検討すること。

　(16) 労務費ダンピング調査の実施

　本工事は労務費ダンピング調査の対象工事である。工事費内訳書に記載した直接工事費が一定水準を下回った場合、支出負担行

為担当者からその理由の確認を行うため、書面により理由書を提出すること。

　なお、理由の回答を拒んだ場合には、合理的な回答が得られなかったこととし、建設Gメンへ通報を行います。

　(17) 中東情勢の変化等による建設資材の流通状況を踏まえた設計変更対象工事

　本工事は、ナフサを由来とする建設資材について、中東情勢の変化等により供給の偏りや流通の目詰まりにより、入手が困難と

なっている資材（以下、｢調達検討資材｣）について、調達変更により必要となる経費 （以下、｢別途調達経費｣）について、設計

変更により計上をする工事である。

　受注者は、調達検討資材について別途調達経費が必要となる場合には、事前に工事監督員と協議するものとする。

　妥当性が確認された別途調達経費について設計変更の対象とする。受注者の責めに帰すべき事由による増加費用については、設

計変更の対象としない。

　本運用による設計変更内容は、工事請負契約書第２２条（スライド条項）の対象外とする。

3　電子入札等に関する事項

　(1)  

   参加届出書を提出することで紙により入札に参加することができる。

　(2)  電子入札システムに障害等が発生し電子入札の続行が困難な場合には、紙入札に変更する場合がある。

　(3)  

   178号）に規定する休日（以下「休日」という。）及びメンテナンスのためのシステム停止日を除く。）  とする。

　(4)  その他電子入札に係る運用は、「北海道電子入札運用基準」によるものとする。

　(5)  

   した電磁的記録で行うこと（以下「電子契約」という。）ができる。

　(6)  電子契約サービスに障害等が発生し電子契約の続行が困難な場合には、紙契約とする場合がある。

　(7)  その他電子契約に係る運用は、「電子契約サービス利用要領」によるものとする。

4　入札に参加する者に必要な資格

　は(2)とする。

　(1)  単体企業の要件

「 建 築 工 事 」

「建築工事業」 の許可を有すること。

 にその停止の期間が経過している者を含む。）であること。

910 点 以 上 であること。

この工事の現場に仮設トイレを設置する場合において、建設現場を男女ともに働きやすい職場環境へと改善することを目

に基づく指名停止を受けていない者（指名停止を受けている場合においては、競争参加資格確認申請書等の提出期間中

ウ 暴力団関係事業者等であることにより、道が行う競争入札への参加を除外されていないこと。

エ アの資格審査の際における客観的審査事項について算定した評定数値が

する情報システム（電子計算機を利用して行う業務処理体系をいう。）をいう。以下同じ。）を利用して契約内容を記録

入札参加希望者は単体企業又は特定建設工事共同企業体であって、単体企業の要件は(1)、特定建設工事共同企業体の要件

本工事の入札は競争参加資格確認申請書及び入札書等の提出等を電子入札システム（北海道の発注する調達業務を執行

するために利用する情報システム（電子計算機を利用して行う業務処理体系をいう。）をいう。以下同じ。）を利用して

行う。ただし、入札参加者のやむを得ない理由により電子入札システムを利用できない場合は、支出負担行為担当者に紙

電子入札システム運用時間は毎日午前８時から午後11時まで（日曜日、国民の祝日に関する法律（昭和23年法律第

この工事は、建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律（平成12年法律第104号）第９条に基づき分別解体等の

実施が義務付けられた工事であるため、契約に当たり再資源化等に要する費用、解体工事に要する費用、分別解体等の方

法、再資源化等をするための施設の名称及び所在地を契約書に記載する必要があることから、特記仕様書に記載された特

定建設資材廃棄物、搬出数量等を参考に再資源化等に要する費用及び解体工事に要する費用を含めて見積もった上で、入

ア 発注工事に対応する令和8年度に有効な道の競争入札参加資格のうち の 資 格 及 び 建 設 業 法 ( 昭 和 24

本工事の契約は、契約手続に係る書類の授受を電子契約サービス（北海道の発注する調達業務を執行するために利用

年 法 律 第 100 号 ) に お け る

イ 入札参加申請書等の提出期限の日から開札の時までの期間に北海道の競争入札参加資格者指名停止事務処理要領の規定
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 有していること。

　カ　建設業法第３条第１項第２号に規定する特定建設業者であること。

　キ

 （建設業法施行規則（昭和24年建設省令第14号）別記様式第一号又は別紙二（２））の「主たる営業所」の欄に記載されて

　ク　過去15年間（平成23年度以降）に、元請として施工した次の実績を有すること。

　　　　　　法人、国家公務員共済組合 地方職員共済組合、公立学校共済組合

②　構　造

③　階　数

④　請負金額

⑤　種　類

 ものに限るものとする。

　コ　現場代理人を工事現場に専任で配置できること。

　サ　本工事に係る設計業務等の受託者ではないこと、又は当該受託者と資本関係若しくは人的関係がないこと。

  ○受託者　AURA ARCHITECTS株式会社

 体の代表者以外の構成員である場合を除く。）。

  なお、サ及びシにおける資本関係及び人的関係とは、次に掲げるものをいう。

 工事競争入札心得第４条第２項に該当しない。

(ｱ)　資本関係

   法第２条第４号に規定する再生手続が存続中の会社（以下「更生会社等」という。）である場合を除く。

   ａ　親会社（会社法第２条第４号の規定による親会社をいう。以下同じ。）と子会社の関係にある場合

   ｂ　親会社を同じくする子会社同士の関係にある場合

(ｲ)　人的関係

       次のいずれかに該当する二者の場合。ただし、ａについては、会社の一方が更生会社等である場合を除く。

      された管財人を兼ねている場合

(ｳ)　その他入札の適正さが阻害されると認められる場合

       上記(ｱ)又は(ｲ)と同視しうる資本関係又は人的関係があると認められる場合

　(2)  特定建設工事共同企業体の要件

　ア　共同企業体は、(1)のコの要件を満たしていること。

　イ　構成員の数は、２社又は３社であること。

非木造

３階以上

ケ 監理技術者又は主任技術者（以下、「監理技術者等」という。）の資格を有する者を工事に専任で配置できること。な

お、本工事は、建設業法第26条第３項各号の規定の適用を受ける監理技術者等及び同法第26条の５第１項の規定の適用を

 受ける監理技術者等の配置は認めない。

１億円以上

新築・改築・増築又は改修工事

なお、共同企業体として施工した実績は、当該共同企業体の構成員としての出資比率が20パーセント以上の場合の

オ 会社更生法（平成14年法律第154号）に基づく更生手続開始の申立て及び民事再生法 (平成11年法律第225号 )に

基づく再生手続開始の申立てがなされている者については、手続開始決定後の北海道競争入札参加資格の再審査結果を

北海道内 に主たる営業所（建設業許可申請書別記様式第一号又は別紙二（２）

 いるものをいう。）を有する者であること。

① 発注者 国、地方公共団体、建設業法施行令第４５条に規定する公共法人、建設業法施行規則第１８条に定める

次のいずれかに該当する二者の場合。ただし、子会社（会社法 (平成17年法律第86号）第２条第３号の規定に

よる子会社をいう。以下同じ。）又は子会社の一方が会社更生法第２条第７項に規定する更生会社又は民事再生

ａ 一方の会社の取締役等（会社の代表権を有する取締役（代表取締役）、取締役（社外取締役及び指名委員会等

設置会社（会社法第２条第１項第12号に規定する指名委員会等設置会社をいう。）の取締役を除く。）及び指名

委員会等設置会社における執行役又は代表執行役をいう。以下同じ。）が、他方の会社の取締役等を兼ねている場合

ｂ 一方の会社の取締役等が、他方の会社の会社更生法第67条第１項又は民事再生法第64条第２項の規定により選任

シ 入札に参加しようとする者の間に次の基準のいずれかに該当する関係がないこと（当該基準に該当する者の全員が共同企業

また、当該関係がある場合に、入札参加資格申請を取り下げる者を決めることを目的に当事者間で連絡を取ることは、建設

ウ 構成員は、発注工事に対応する建設業法の許可業種につき、許可を受けてから営業年数が２年以上の単体企業又は協業組合
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 であること。

が満たすこととする。

 項に規定する営業所を有することとする。

　オ　各構成員の出資比率は、均等割の10分の６以上であること。

必ず最上位等級を含む組み合わせであること。

　キ　共同企業体の代表者は、(1)のアの資格審査の際における客観的審査事項について算定した評定数値が910点以上であり、出資

比率が構成員中最大で、かつ、最上位等級であること。

 る者でないこと。

５　競争入札参加資格確認申請書等の提出期間等

　(1)  申請書

　ア　入札参加希望者は、競争参加資格確認申請書に(2)の書類（以下「関係書類」という。）の電子ファイルを添付（(2)のカを除

　　く電子ファイルは、画面の「添付資料」の枠に、(2)のカの電子ファイルは、画面の「提案」の枠に添付）して提出しなければ

　　ならない。

 下「紙参加」という。）は、（2）の書類を紙により提出しなければならない。

　ウ　関係書類について、電子入札システムによる提出が困難な場合（北海道電子入札運用基準第２章４－２に該当する場合をいう

。）は、電子入札システにより送付・持参提出通知書（北海道電子入札運用基準電子様式１）を提出の上、添付書類内訳書に添

付して紙により提出しなければならない。

　エ　イ及びウによる場合、(2)のカの書類については、封書の上、工事名及び提出者名を表記して提出すること。

　(2)  添付書類

　○参加資格確認用書類

　 ア  制限付一般競争入札参加資格審査申請書

　 イ  類似工事施工実績調書

　　　４の(1)のクに該当する工事を記載すること。

　 ウ  類似工事施工実績を証明する書面

  次の①から③のいずれかの書面を添付すること。

  ①　契約書の写し及び特記仕様書、設計内訳書、設計図など、類似工事施工実績で求めている構造、面積、階数などが確認で

　　きる書面、並びに共同企業体協定書及び共同企業体付属協定書の写し（類似工事実績を建設工事共同企業体で受注している

　　場合）

  ②　コリンズ登録の写し（ただし、類似施工実績で求めている項目が確認できる場合に限る。）

  ③　工事実績証明書（ただし、類似施工実績で求めている項目が確認できる場合に限る。）

　 エ  契約予定日において有効な経営事項審査結果（総合評定値通知書）の写し（有効期限切れ等により最新の審査基準日に係る経

営事項審査を申請中の場合は、受理済みの経営事項審査申請書の写し）

  （建設工事共同企業体による申請の場合は、全構成員分を提出すること。）

　 オ  特定関係調書

 （当該調書提出後、入札書提出時までの間において、新たな資本関係又は人的関係が生じた場合は、適宜提出すること。また、

建設工事共同企業体による申請の場合は、各構成員ごとに調書を作成すること。）

 　○技術評価項目申請書

 　カ　技術評価項目申請書及び添付書類（技術評価項目の申請内容を証する書類が必要な場合に添付）

　　 添付を要する書類が参加資格確認用書類と同じ場合であっても、技術評価項目申請書に必ず添付（電子ファイルを５(1)ア

　括弧書き後段の画面の「提案」の枠に添付）すること。なお、当該書類が添付されておらず、申請内容を確認することができ

　ない場合には、該当する評価項目を評価しないものとする。

ク 本工事の入札に参加する共同企業体の構成員は、単体企業、他の共同企業体の構成員又は協同組合等の構成員として参加す

　エ　構成員は、(1)のアからウまで、オからケまで、サ及びシの要件を全て満たしていること。ただし、クの要件については代表者

なお、(1)のキの主たる営業所については、構成員の１社が要件を満たせば他の構成員は、北海道内に建設業法第３条第１

　カ　構成員の組合せは、北海道における「建築工事」の競争入札参加資格の格付が最上位等級又は直近下位等級に格付けされていて、

イ 入札参加希望者のやむを得ない理由により電子入札システムを利用できないため、紙により入札に参加する場合（以
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　(3)   技術評価項目の内容

 技術評価項目の内容は、別添「落札者決定基準」に定める内容とする。

　(4)  提出期間等

　ア　電子システムによる提出期間

を除く。）。

　イ　紙による提出期間等

(ｱ)　提出期間

を除く。）の毎日午前９時から午後５時まで。

(ｲ)　提出場所

北海道札幌市中央区北３条西６丁目

北海道建設部建築局計画管理課

電話番号011-231-4111  内線29-869・854

(ｳ)　提出方法

       持参又は送付により提出すること。

　　なお、(2)のカの書類は封書の上、工事名及び提出者名を表記して提出することとし、併せて、その内容をPDF型式にしたも

　のをCD１枚に収めて提出すること。

　(5)  その他

ア　資料の作成に要する経費は、入札参加希望者の負担とする。

イ　提出された資料は、返却しない。

ウ　提出された資料は、無断で他に使用しない。

エ　提出期限以降における申請書又は資料の差し替え及び再提出は認めない。

６　特定建設工事共同企業体競争入札参加資格審査申請書等の提出期間等

　建設工事共同企業体協定書（以下「申請書等」という）を紙により提出しなければならない。

　(1)  提出期間

令和8年10月13日(火)から令和8年10月26日(月)（日曜日、土曜日及び休日を除く。）の毎日午前９時から午後５時まで。

　(2)  提出場所

北海道札幌市中央区北３条西６丁目

北海道建設部建築局計画管理課

電話番号011-231-4111  内線29-869・854

　(3)  提出方法

持参又は送付により提出すること。

７　入札参加資格の審査等

　(1) 入札参加資格の審査

　　　この入札は、地方自治法施行令（昭和22年政令第16号。以下「政令」という。）第167条の５の２に規定する制限付一般競争

　　入札であるので、入札に参加しようとする者が４に掲げる資格を有するかどうかの審査を行い、その結果を

　　付けで電子入札システムにより通知する。ただし、紙参加の場合は、書面により通知する。

　(2) 技術評価項目の採否に関する審査

　　(1)による審査の結果、入札参加資格を有すると認められた者の提出した技術評価項目の技術審査を行い、その採否の結果を(1)の

　通知の日と同日付けで電子入札システムにより通知する。ただし、紙参加の場合は、書面により通知する。

   (3) 電子入札システムによる通知内容の留意事項

　　電子入札システムでは、(1)及び(2)の通知は同一画面により行うので、入札参加資格を有すると認められた者のうち技術評価項目

　を採用しない者に対しては、技術評価項目を採用しない理由を記載し、「競争参加資格の有無」を「無」とし、また、入札参加資格

　がないと認められ技術審査を行っていない者に対しても「提案に基づく入札の可否」を「否」として通知する。

令 和 8 年 11 月 13 日 ( 金 )

令和8年10月13日(火)午前９時から令和8年11月2日(月)午後５時まで（電子入札システムが運用していない時間

令和8年10月13日(火)から令和8年11月2日(月)まで（日曜日、土曜日、休日及び１２月２９日から１月３日までの期間

特定建設工事共同企業体を結成し、入札に参加しようとする者は、特定建設工事共同企業体競争入札参加資格審査申請書及び特定
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８　入札参加資格がないと認められた者に対する理由の説明

　(1) 入札参加資格がないと認められた者又は技術評価項目を採用しないと認められた者は、その理由について、

　　までに電子入札システム又は書面により説明を求めることができる。

　　　なお、書面は次の提出先に持参又は送付すること。

　　　北海道札幌市中央区北３条西６丁目

　　　北海道建設部建築局計画管理課

　(2) 理由の説明は、説明を求めることができる最終日の翌日から起算して５日以内に電子入札システム又は書面により回答する。

９　契約条項を示す場所

 北海道札幌市中央区北３条西６丁目

 北海道建設部建築局計画管理課

電話番号011-231-4111  内線29-869・854

１０　入札書の提出方法等

　(1)  入札書の提出方法

　　　入札書は、電子入札システムにより提出しなければならない。ただし、紙参加の場合は、紙により提出しなければならない。

　　　なお、再度入札の場合においても同様とする。

　(2)  入札書の提出期間等

　 令和8年11月26日午前９時から令和8年11月30日午後３時まで（電子入札システムが運用していない時間を除く。）。

　 ただし、紙参加の場合は、支出負担行為担当者等により、競争入札参加資格があることが確認された旨の制限付一般競争入札参加

  資格審査結果通知書の写しと併せて、(5)の開札場所へ(6)の開札日時に持参すること。

　(3) 初度の入札書提出時に工事費内訳書（以下「内訳書」という。）の電子ファイルを添付して電子入札システムにより提出するこ

　　と。ただし、紙参加者は、内訳書をあらかじめ作成の上、入札書提出時に持参し、提出すること。

　　　なお、内訳書の提出がない場合や、内訳書の内容を確認をする入札において、内訳書に不備等がある場合は、当該入札は無効と

　　なり、また、再度入札を行う場合にあっては、再度入札に参加できないことになるので注意すること。

　　　さらに、公共工事の品質確保のための重点的な監督業務の実施等の該当工事となった場合、落札者に内訳書における施工体制及

　　び安全衛生管理体制に係る積算内容を確認するための詳細な内訳書(施工体制に係る積算内訳説明書)の提出を求めることがあるの

 で、これを承知すること。

　(4) 本工事は、電子契約の対象工事であるため、初度の入札書提出時に契約に関する申出書の電子ファイルを添付して、電子入札シ

　　ステムにより提出すること。ただし、紙参加者は、契約に関する申出書をあらかじめ作成の上、入札書提出時に持参又は送付する

　　こと。

　(5) 開札場所

　　  北海道札幌市中央区北３条西６丁目

　　  北海道建設部建築局入札室（本庁舎９階）

　(6) 開札日時

11　紙参加における送付による入札

　(1)  紙参加の場合は、送付による入札を認める。ただし、電子メール又はファクシミリによるものは受け付けない。

　  なお、送付による入札をした者は、開札日時に開札場所にいない限り、再度入札に参加することができない。

　(2)  入札書及び添付書類の提出期限等

開札日の前日（日曜日、土曜日、休日及び１２月２９日から１月３日までの期間を除く。）の午後３時までに必着とする。

なお、封筒には工事名、参加者名を明記し、「入札書在中」と表示すること。

　(3)  提出先

北海道札幌市中央区北３条西６丁目

北海道建設部建築局計画管理課

電話番号011-231-4111  内線29-869・854

12　入札保証金及び契約保証金

　(1)  入札保証金

令 和 8 年 11 月 20 日 ( 金 )

令和8年12月1日(火) 9時30分
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    ときは、入札保証金又はこれに代える担保の納付を求めることがある。

　(2)  契約保証金

    となるおそれがあると認めるときは、契約保証金又はこれに代える担保の納付を求めることがある。

13　落札者の決定方法等

　(1) 入札参加希望者は、価格及び技術評価項目により入札し、入札価格が、予定価格の制限の範囲内である者のうち、政令第167条

　　の10の２第２項に規定する場合を除き、別添「落札者決定基準」において示す総合評価の方法及び落札者の決定方法により得られ

　　た数値(以下「評価値」という。)の最も高い者を落札者とする。

　(2) 入札結果は、開札時において、予定価格の制限の範囲内の価格をもって入札をした者及びその入札価格を電子入札システム（紙

　　で入札した者へは口頭）により通知する。

　　  また、落札者については、後日決定し、当該落札者及びその他の入札者に対して電子入札システム（紙で入札した者へは郵送）に

　　より通知する。

　 　 なお、落札者の決定は、令和8年12月2日(水)を予定している。

　(3) 評価値の最も高い者が２者以上あるときは、その者にくじを引かせて落札者を決定する。

14　総合評価の方法

　(1) 総合評価は、別添「落札者決定基準」において定める方法により行う。

　(2) 施工体制評価の実施に当たり、「施工体制評価に係る積算内訳説明書」（以下「積算内訳説明書」という。）の提出依頼があった

　　場合は、依頼のあった日を含めて２日以内（休日等を含まない）に提出すること。また、支出負担行為者が、ヒアリングを行う必要

　　があると認めた場合は、別途、対面により行うこととする。

　　　積算内訳説明書提出の際の場所及び期限

　　　　提出場所   北海道札幌市中央区北３条西６丁目

　　　　　　　　　北海道建設部建築局計画管理課

　　　　　　　　　電話番号　011-231-4111　契約係　内線29-869・854

　　　　　　　　　提出期限　令和8年12月3日(木)午後５時

15   落札者と契約を行わない場合

　(1)  

   当該落札者とは契約の締結を行わない。

　(2)  

   この場合において、落札者は、契約を締結できないことにより生じる損害の賠償を請求することができない。

16　契約書作成の要否

   必要とする。

 は、電子契約に承諾したものとみなす。

17　予定価格等

　(1)  予定価格　事後公表とする。

　(2)  低入札価格調査制度に係る調査基準価格及び失格基準価格を設定している。

18　図面、仕様書等（以下「設計図書等」という。）の閲覧等

　(1)  設計図書等は、閲覧期間中、インターネットにより閲覧、ダウンロードすることができる。

　ア　閲覧期間 令和8年10月13日(火)から令和8年11月30日(月)まで。

  ただし、QuMaOSの運用が停止している期間を除く。

    債その他知事が確実と認める担保を提供すること。ただし、低入札価格調査を受けた者との契約については、契約金額の100分の

また、契約を締結する者が共同企業体の場合は、契約保証金は、免除する。ただし、その者が契約を履行しないこと

落札者が暴力団関係事業者等であることにより道が行う公共事業等から除外する措置を講じることとされた場合は、

入札保証金は、免除する。ただし、入札に参加しようとする者が契約を締結しないこととなるおそれがあると認める

30に相当する額以上の契約保証金又はこれに代える担保を納付すること。

なお、北海道財務規則（昭和45年北海道規則第30号。以下「財務規則」という。）第171条の定めるところより契約保証金

の納付を免除された者は、この限りではない。

契約を締結する者は、契約金額の100分の10に相当する額以上の契約保証金を納付し、又はこれに代える国債、地方

落札決定から契約を締結するまでの間に落札者が指名停止を受けた場合は、契約の締結を行わないことができる。

なお、本工事は、電子契約の対象工事であるため、契約に関する申出書において、電子契約を希望した場合、落札者
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　イ　閲覧場所 「北海道建設部見積用参考資料等提供システム（QuMaOS)」

（https://www.qumaos-hokkaido.jp/qumaos/） (北海道のホームページにリンク)

　(2)  設計図書等に関する質問は、書面によるものとし、持参、送付又は電子メールにより提出すること。

　ア　受付期間    令和8年10月13日(火)から令和8年11月2日(月)まで。

  （日曜日、土曜日、休日及び１２月２９日から１月３日までの期間を除く。）の毎日午前９時から午後５時まで。

　イ　受付場所 札幌市中央区北３条西６丁目

北海道建設部建築局計画管理課契約係

電子メールアドレス kensetsu.kenkei1@pref.hokkaido.lg.jp

　(3)  質問に対する回答は、令和8年11月10日(火)までに回答するものとし、北海道のホームページにより閲覧に供する。

　ア　閲覧期間 令和8年10月13日(火)から令和8年11月30日(月)まで。

　イ　閲覧場所

及び回答」（http://www.pref.hokkaido.lg.jp/kn/kkr/shitsumonkaito.html）に掲載する。

　(4) 技術評価項目申請書に関する質問は、書面（書式自由、ただしＡ４版とすること。）によるものとし、持参又は送付により提出

　　すること。

　　　なお、質問に対する回答は、「建築局計画管理課のトップページ」内の「総合評価落札方式の試行」の「技術評価項目申請等に

　　係る質疑及び回答」に掲載する。

　　ア　受付期間：   令和8年10月13日(火)から令和8年11月2日(月)まで。

　　（日曜日、土曜日、休日及び１２月２９日から１月３日までの期間を除く。）毎日午前９時から午後５時まで。

　　イ　受付場所：札幌市中央区北３条西６丁目

　　　　　　　　　北海道建設部建築局計画管理課計画係

19　支払条件

　(1)  前金払

契約金額の４割に相当する額以内とする。ただし、低入札調査を受けた者との契約については、２割に相当する額以内とする。

なお、契約を締結した会計年度については前金払は行わない。

　(2)  中間前金払

各会計年度ごとにそれぞれの出来形部分等予定額の２割に相当する額以内とする。

ただし、次のすべての条件を備えた場合に請求できる。

(ｱ)　各会計年度のでき形部分等予定工期の２分の１を経過していること。

　 ること。

　 の変更は認めない。

　(3)  部分払

令和8年度0回、令和9年度2回とする。

代金額の変更が確定するまでの間は部分払額の算出基礎に算入しない。

なお、契約締結後の変更は認めない。

　(4)  支払限度額等

総工事費に対する支払限度額及び出来形部分等予定額の各会計年度ごとの割合は、次のとおり予定している。

(ｱ)　支払限度額の割合

       令和8年度 0パ－セント

       令和9年度 100パ－セント

(ｲ)　出来形部分等予定額の割合

       令和8年度 0パ－セント

各会計年度において部分払いできる回数は、

ただし、軽微な設計変更に伴い生じた新工種に係る出来形部分等に対応する請負代金相当額は、当該設計変更に伴う請負

また、中間前金払を希望した場合における部分払は、各会計年度における請負代金相当額が各会計年度における出来形部分等

予定額を超えた場合にすることとし、中間前金払を希望しない場合においては、本事項に記載の回数を部分払することとする。

「建築局計画管理課のトップページ」内の「入札・見積参加業者の皆様へ」の「設計図書等に対する質問

(ｲ) (ｱ)の時期までに実施すべき工事が行われており、かつ、工事の進捗額が各会計年度でき形予定金額の２分の１以上であ

なお、本事項及び(3)の事項については、契約締結時にいずれかを選択の上、契約書を作成するものとし、契約締結後
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       令和9年度 100パ－セント

20　その他

　(1)  入札の執行回数は原則２回までとする。

　(2)  入札の無効

る入札及びこの公告に定める入札に関する条件に違反した入札は、無効とする。

　(3)  入札手続きの取消し

   消すことがある。

　(4)  入札書記載金額

   入札書に記載すること。

　(5)  消費税等課税事業者等の申出

落札者となった者は、落札決定後速やかに消費税等の課税事業者であるか免税事業者であるかを申し出ること。

   事業者申出書を提出すること。

　(6)  

   締切日）の午後３時までに、紙参加届出書（北海道電子入札運用基準紙様式３）を提出しなければならない。

なお、書面は、次の提出先に持参又は送付することとする。

北海道札幌市中央区北３条西６丁目　

北海道建設部建築局計画管理課

　(7)  入札の取りやめ又は延期

   他都合により、取りやめること又は延期することがある。

　(8)  この入札の執行は、公開する。

　(9)  入札参加者に対する評価結果の説明

   ア　入札参加者は、評価結果の理由について、総合評価一般競争入札結果一覧表の公表日（落札者決定通知書の通知から１０日（

   　日曜日、土曜日、休日及び１２月２９日から１月３日までの期間を除く。）以内）から起算して１０日（日曜日、土曜日、休日

   　び１２月２９日から１月３日までの期間を除く。）以内に書面により説明を求めることができる。

　(10)  　「積算内訳説明書」を提出した者が低入札価格調査の対象となった場合、入札価格内訳書に代えて積算内訳説明書を用いて

　　調査を行うものとする。

　(11)  ペナルティ 

　ア　受注者の責により、技術評価項目の内容を履行できない場合は、別添「落札者決定基準」５　技術評価項目に係るペナルティ

　　に定める内容のとおり工事施工成績評定点から減点するものとする。

　イ　施工計画の内容を履行できなかった場合で、入札時より評価が下がる場合には、履行状況により、別添「落札者決定基準」５　

　　技術評価項目に係るペナルティに定める内容のとおり工事施工成績評定点から減点するものとする。 

　　　また、配置予定技術者がやむを得ない理由により交代し、入札時に評価した資格よりも劣り、評価が下がる場合にも、別添「

　　落札者決定基準」５技術評価項目に係るペナルティに定める内容のとおり工事施工成績評定点から減点するものとする。

　(12)  　技術評価項目の申請内容を適正と認め、工事施工においてこれを採用した場合においても、当該技術評価項目に係る部分の

　　工事に関する受注者の責任は軽減されるものではない。

　また、技術評価項目の内容を履行できなかった場合において、再度の施工が困難であるとき、あるいは合理的でないときは、

　　契約金額の減額、損害賠償、工事施行成績評定の減点等を行うものとする。

　ア　開札の時（落札者の決定前まで）において、４に規定する資格を有しない者のした入札、財務規則第154条各号に掲げ

　イ　「積算内訳説明書」の提出依頼があった場合、期限内(2日間)に「積算内訳説明書」を提出しない者の入札は、無効とする。

入札参加者のやむを得ない理由により電子入札システムを利用できないため、紙により入札参加する者は、申請書等受

付締切日（電子入札システムにより既に申請書等の提出を行った者が入札書の提出を紙により行うときは、入札書受付

この入札は、この工事に関連する分離・分割発注に係る他の工事や落札制限に係る他の工事の入札が成立しない場合、その

落札者の決定後において、支出負担行為担当者が入札の公正性が確保できないと認めるときは、入札手続き全体を取り

落札決定に当たっては、入札書に記載された金額に当該金額の100分の10に相当する額を加算した金額（当該金額に

１円未満の端数があるときは、その端数金額を切り捨てた金額）をもって落札価格とするので、入札に参加する者は、消

費税等に係る課税事業者であるか免税事業者であるかを問わず、見積もった契約金額の110分の100に相当する金額を

ただし、落札者が共同企業体の場合であって、その構成員の一部に免税事業者がいるときは、共同企業体消費税等免税
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　(13)  　この公告に定めるもののほか、落札者決定基準を、本入札の公告の一部を構成するものとして定めているので、これを承知す

　　ること。

　(14)  　契約の相手方が、中小企業信用保険法（昭和25年法律第264号)第３条の４の規定による流動資産担保保険に係る融資保証

   　制度又は金融機関等による売掛債権の買取りを工事完成検査合格後に利用しようとする場合又は「公共工事に係る工事請負代金

   　債権の譲渡を活用した融資制度について」（平成11年１月28日付け建設省経振発第８号）による下請セー フティネット債務

   　保証事業若しくは「地域建設業経営強化融資制度について」（平成20年10月17日付け国土交通省国総建第197号、国総建整

   　第154号)による地域建設業経営強化融資保証制度を利用する場合において、契約の相手方が工事請負代金の支払請求権につい

   　て、債権譲渡承諾依頼書を道に提出し、道が適当と認めたときは当該債権譲渡をすることができることとしているので、留意す

　　ること。

なお、承諾依頼に当たっては、道が指定する様式により依頼すること。

　(15)  「４　入札に参加する者に必要な資格」の説明

○　４の(2)（経常建設共同企業体の要件）

   おりである。

2社JV： A+A、A+B

3社JV： A+A+A、A+A+B、A+B+B

　(16)  「５　競争入札参加資格確認申請書等の提出期間等」の説明

件を満たしていることを明記すること。

お、契約予定日までに有効期限が切れるものは、開札日までに新たな結果通知書の写しを提出すること。

　(17)  監理技術者については、監理技術者資格者証を有し、かつ、過去５年以内に監理技術者講習を受講した者とする。

　(18)  この公告のほか、入札に参加する者は、別紙の建設工事競争入札心得その他関係法令の規定を承知すること。

　(19)  公告の内容に関し不明な点は、北海道建設部建築局計画管理課まで照会すること。

札幌市中央区北３条西６丁目　道庁９階

電話番号011-231-4111 

メールアドレス kensetsu.kenkei1@pref.hokkaido.lg.jp

　契約係（公告、入札、契約に関すること）　内線29-869・854

　計画係（技術評価項目申請書に関すること）内線29-863

ア 類似工事施工実績調書の「工事概要」の欄には、「４ 入札に参加する者に必要な資格」の(1)のクに示した構造・規模要

イ 提出する経営規模等評価結果通知書・総合評定値通知書は、有効期間（審査基準日から１年７か月）内のものとする。な

本工事に対応する経常建設共同企業体の構成要件のうち、参加資格の格付及び建設業の許可の要件の組み合わせは、次のと

格　付　の　組　み　合　わ　せ 建設業の許可

最上位等級又は直近下位等級の
格付けで、必ず最上位等級を含
む組み合わせ

構成員の全社が特定建設業の許可
を有すること
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